
 

指定都市の「平成 31年度国の施策及び予算に関する提案  

（通称：白本）」について 
 
 

１ 「国の施策及び予算に関する提案（通称：白本）」とは 

「国の施策及び予算に関する提案（通称：白本）」とは、大都市行政を推進する上で、国の

理解・協力を得なければならない指定都市共通の事項についての提案書です。 

政府予算案への反映に向けて、関係府省及び政党に対し、各市市長及び議長による要請行動

を実施しています。 

 

 

２ 平成 30 年度白本（平成 29 年度作成分）について 

(1) 要望実績 

＜政党＞                ＜府省＞ 

期日 要望先 要望者  期日 要望先 要望者 

７月19日 自由民主党 京都市 市長、議長  ７月24日 財務省 北九州市 市長、議長 

７月19日 民進党 浜松市 市長、議長  ７月28日 総務省 横浜市 議長、副市長 

７月31日 公明党 岡山市 市長、副議長  ７月28日 厚生労働省 静岡市 市長、議長 

    ８月 ３日 文部科学省 福岡市 市長 

    

 

(2) 提案事項等 

〇 税財政・大都市制度に関する提案事項：５項目 

〇 個別行政分野に関する提案事項    ：10 項目 

 
＜参考資料：平成30年度国の施策及び予算に関する提案＞ 

 

 ３ 平成 31 年度白本（平成 30 年度作成分）の進め方について 

今年度の白本のとりまとめ幹事市は、大阪市です。 

４月～５月 〇 提案事項等の調整 

６月～７月上旬 
〇 提案事項・提案書案等の協議・全体調整 

（各市の企画・財政担当合同会議 [課長級・局長級] ） 
７月上旬 〇 提案書の確定（市長・議長決裁） 
７月中旬～下旬 〇 市長・議長による要請活動 

 

大都市行財政制度特別委員会資料 

平 成 3 0 年 ５ 月 ９ 日 

政 策 局 









































 

 

 

 

 

 

 

  

難病法における大都市特例の施行により、特定医療費の支給に要する費用について、

平成３０年度から新たに指定都市が支弁することとなる。難病法第３１条では、特定医

療費の支給に要する費用に対する国庫負担率は１００分の５０とされていることから、

指定都市にとって非常に重い負担となる。また、国庫負担の対象は特定医療費のみであ

り、人件費や電算システムの運営経費などの事務費は含まれていないため、これらの費

用についても指定都市が負担することとなる。 

療養生活環境整備事業についても指定都市において実施できることとなるが、事業の

実施に必要な費用に対する国庫補助率は１００分の５０以内であり、指定都市の負担は

増加する。 

こうしたことから、難病法における大都市特例の施行に当たっては、指定都市が支弁

することとなる特定医療費の支給に要する費用について、特定医療費のみならず人件費

などの事務費についても国庫負担の対象とすべきである。また、療養生活環境整備事業

の実施に係る費用については実態と乖離がないよう積算するとともに、必要な措置を講

ずべきである。さらに、指定都市に新たに生ずる負担について、道府県から税財源を移

譲するなど、国の責任において適切かつ確実な財政措置を講ずべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13 難病法の大都市特例施行に伴う適切かつ確実な財政措置 

難病法における大都市特例の施行に当たっては、指定都市が支弁することとなる

特定医療費の支給に要する費用について、特定医療費に加え、人件費や電算システ

ムの運用経費などの事務費についても国庫負担の対象とすること。また、療養生活

環境整備事業の実施に係る費用などについては実態と乖離がないよう積算し、必要

な措置を講ずること。さらに、指定都市に新たに生ずる負担について、道府県から

税財源を移譲するなど国の責任において適切かつ確実な財政措置を講ずること。 

現 行  平成３０年度以降 

国負担 

（１/２） 

国負担 

（１/２） 

道府県負担 

（１/２） 

指定都市負担 

（１/２） 

道府県負担 
指定都市負担 

指定都市負担 

特定医療費の支給に要する費用など、大都市特例の施行により必要な財源につい
て、指定都市の財政運営に支障がないよう、適切かつ確実な財政措置が必要

大都市特例の施行により指定都市の費用負担は増大 
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我が国の労働者は非正規雇用労働者が約４割を占めており、依然として非正規雇用比

率が高く、生活基盤が安定していないなど厳しい状況が続いている。 

こうした状況を抜本的に打開するためには、現在の雇用施策だけでは十分とは言えず、

国は、非正規雇用の処遇改善など正規雇用及び長期的な雇用を実現するための制度を確

立するとともに、地方公共団体が地域の実情・課題に応じ、安定的、長期的な雇用につ

なげる、きめ細かな就労支援などの雇用施策を柔軟に実施することができるよう、雇用

施策に特化した交付金等を創設するなど、財政措置も含めて積極的に支援すべきである。 

なお、支援の実施に当たっては、指定都市の意見を十分に反映し、地方公共団体の準

備期間を確保した上で、地域の実情に即し安定的かつ弾力的に運用できる内容とすべき

である。 

 

 

 

 

14 正規雇用及び長期的な雇用拡大につなげる雇用施策の推進 

国と地方が一体となった働き方改革の推進を図るため、非正規雇用の処遇改善な

ど正規雇用及び長期的な雇用を実現するための制度を確立するとともに、地方公共

団体において、各地域の実情に応じ、正規雇用及び長期的な雇用拡大に向け実施す

る雇用施策について財政措置も含めて積極的に支援すること。 

  なお、支援に当たっては、指定都市の意見を十分に反映し、地方公共団体の準備

期間を確保した上で、安定的かつ弾力的に運用できる内容とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 雇用施策に特化した交付金制度等の創設 

正規雇用及び長期的な雇用拡大につなげる雇用施策の推進 

国

地方公共団体 

＜提案内容＞ 

協議の場を設置 
◆ 安定的な財源の確保 

◆ 地域の実情に即した弾力的な制度設計と地方公共団体の 

準備期間の確保 

意見反映 

 

 

・国の施策に加え、地域の実情に応じた 

きめ細かな雇用施策が必要不可欠 

＜国として地方の取組を積極的に支援すべき＞

 生活基盤が安定しない非正規雇用労働者が約４割を占めている厳しい状況 

→ 正規雇用及び長期的な雇用拡大が不可欠！ 

現状 

働き方改革の推進： 非正規労働者の処遇改善、正社員転換の取組など 

国 

─ 18 ─



                                         

                                         

                                         

                                             

義務教育施設等の整備については、老朽化対策等のため膨大な経費が必要となる中で、

国の施設整備予算は大幅に不足しており、地方公共団体が計画している緊急度が高い施

設整備事業でさえも十分に実施できない状況にある。 

こうしたことから、学校規模の適正化を図るとともに、安全で良好な教育環境を確保

するため、地方公共団体が計画的に学校施設整備に取り組むことができるよう、必要な

事業量に見合う財政措置を講ずべきである。 

とりわけ、学校施設の老朽化に伴う改築事業及び長寿命化改良事業等への対応が膨大

であるとともに、学校トイレの改修やエレベーター、空調設置などの質的整備事業につ

いても計画的に進める必要がある。また、災害発生時に避難所としての機能を果たすべ

き学校施設の非構造部材の耐震対策など、防災機能の強化も重要となっていることから、

これらの事業に必要な財源を確保すべきである。 

また、老朽化対策を進めるために、屋上防水改修等の単体工事を補助対象とするなど、

補助要件の緩和等の制度の充実についても図るべきである。 

                            

 

 

 

 

 

15 義務教育施設等の整備推進 

防災機能の強化や老朽化対策など、学校施設の計画的な整備推進のために必要な

財政措置を講ずるとともに、制度の充実を図ること。 

ラスト」

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                        

 

 

 

    

地方公共団体が抱える義務教育施設整備に関する諸課題 

●学校施設の老朽化対策 

  児童生徒数の急増期に建築された建物の改築・改修

の時期が一斉に到来し、改築や長寿命化のための整備

需要が激増 

●教育環境の質的な改善 

  学校トイレの快適化や空調の設置、施設のバリアフ

リー化など、現代の社会的要請に応じた多様なニーズ

への対応 

●学校施設の防災機能の強化 

  天井等の非構造部材の耐震化、非常用電源の確保な

ど、避難所として重要な機能を果たす学校施設の防災

機能強化 

文部科学省の公立学校施設整備費予算額の推移 

※文部科学省配布資料より 

    

課題への 

対応が 

不十分 

改修により快適になったトイレの例 

～便器の洋式化、床のドライ化、 

自動水栓の導入～ 

 

地方公共団体が必要と

する施設整備事業量 

に対し、国の予算は 

大幅に不足している。 

安全で良好な教育環境を確保するため、地方公共 

団体が計画的に施設整備に取り組むことができる 

よう、国が十分な財源を確保することが必要 
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